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衆議院厚生労働委員会ニュース

平成 22.8.3 第 175 回国会第１号

8月 3日（火）、第 1回の委員会が開かれました。

１ 国政調査承認要求に関する件

・以下の事項について、国政調査承認要求をすることに協議決定しました。

① 厚生労働関係の基本施策に関する事項

② 社会保障制度、医療、公衆衛生、社会福祉及び人口問題に関する事項

③ 労使関係、労働基準及び雇用・失業対策に関する事項

２ 厚生労働関係の基本施策に関する件

・長妻厚生労働大臣、田村内閣府大臣政務官、山井厚生労働大臣政務官及び足立厚生労働大臣政務官に対し質疑を行い

ました。

（質疑者及び主な質疑内容）

福 田 衣里子君（民主）

・Ｂ型肝炎訴訟の和解協議において、国は論点ごとの解決

策を小出しにするのではなく、全体の対処方針と具体的

なスケジュールを示すべきではないか。厚生労働大臣及

び山井厚生労働大臣政務官の見解を伺いたい。

・本年６月の一般用医薬品販売制度定着状況調査では医薬

品購入時の情報提供等について薬事法の規定が遵守され

ていない状況が明らかになった。今後、厚生労働省はど

う対応していくのか。

・来年度予算の概算要求において一律10％削減の基準が設

けられたが、肝炎治療特別促進事業に要する予算は確保

すべきと考える。厚生労働大臣の見解を伺いたい。

樋 口 俊 一君（民主）

・行政刷新会議で一般用医薬品のインターネット販売を認

めるべきとの議論が行われているが、厚生労働省として

の基本姿勢及び対面販売の原則についての厚生労働大臣

の考え方を伺いたい。

・インターネット販売による問題点が指摘されているにも

かかわらず、インターネット業界からの要望とも思われ

る議論が行政刷新会議で取り上げられるのは何故か。

・医療費の増加を抑制する観点からも世界保健機関が勧め

るセルフメディケーションの概念を普及させていくべき

と考えるが、厚生労働省の見解を伺いたい。

大 村 秀 章君（自民）

・今般、（独）年金・健康保険福祉施設整理機構の存続期間

を２年間延長することとなるが、この間も社会保険病院

等の民間への売却を進めていく考えに変更がないことを

確認したい。

・Ｂ型肝炎訴訟の早期解決に向けて、国が具体的かつ合理

的な解決策を示すべきと考える。次回の和解協議で、具

体的な解決策を提示する考えがあるのかどうか、確認し

たい。

・厚生労働省職員を対象に実施したアンケート調査では、

厚生労働大臣の指示に納得している割合は１％にすぎな

い。政務三役が官僚組織を掌握できていない実態にある

と思うが、厚生労働大臣の感想を伺いたい。

加 藤 勝 信君（自民）

・（独）年金・健康保険福祉施設整理機構の存続期間を２年

間延長する法案が成立した場合、厚生労働大臣は社会保

険病院等の譲渡を促進するとともに、譲渡実績を国会に

報告する必要性があるのではないか。

・厚生労働大臣は、平成23年度の子ども手当の支給額を８

月末の概算要求の締切りまでに明確にすることを確認し

たい。また、国外に居住する子どもへの子ども手当の支

給に係る実態調査結果の公表時期を伺いたい。

・伊岐前雇用均等・児童家庭局長の（独）労働政策研究・

研修機構統括研究員への出向は、実質的な降格人事では

ないかという指摘があるが、人事権者である厚生労働大

臣には説明責任があるのではないか。

古 屋 範 子君（公明）

・通常国会で廃案となった独立行政法人地域医療機能推進

機構法案に公明党等による修正を盛り込んだ法案を政府

が早急に国会に提出し、社会保険病院等を公的病院とし
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て存続させる必要性があるのではないか。

・健康保険の高額療養費制度について、一般所得者の中の

低所得者の自己負担限度額を引き下げたり、外来におけ

る高額療養費を現物給付化するなど、患者負担を引き下

げる必要性があるのではないか。

・自己負担限度額が月 10,000 円となる高額長期疾病の対象

を現在の３疾病より拡大する必要性があるのではないか。

高 橋 千鶴子君（共産）

・今回の（独）年金・健康保険福祉施設整理機構の存続期

間を２年間延長する法案は緊急避難的なものであり、一

刻も早く通常国会で廃案となった独立行政法人地域医療

機能推進機構法案の成立を図るべきと考えるが、厚生労

働大臣の見解を伺いたい。

・後期高齢者医療制度廃止後の高齢者のための新たな医療

制度はどのような名称にするつもりなのか厚生労働大臣

に伺いたい。また、新制度における都道府県単位の運営

主体は今の広域連合が担うのか。

・新制度発足後に国保を都道府県単位化する予定としてい

るが、どれくらいの期間を要すると考えているのか。ま

た、都道府県単位化により財政運営が簡単に好転すると

はいえないと考えるが足立厚生労働大臣政務官の見解を

伺いたい。

阿 部 知 子君（社民）

・独立行政法人地域医療機能推進機構法案の提案理由説明

で厚生労働大臣は、「地域医療に貢献しつつ安定的な運営

が行えるよう存続を図る」と述べたが、安定的な運営と

は何かを厚生労働大臣に伺いたい。また、病院を安定的

に運営するために何が一番必要と考えるかを足立厚生労

働大臣政務官に伺いたい。

・本年７月 17日の改正臓器移植法の全面施行により、小児

からの脳死での臓器移植が可能になったが、虐待を受け

た児童から臓器が摘出されることがあってはならない。

どのような条件の整った施設であれば小児からの脳死で

の臓器提供が可能となるのか。

柿 澤 未 途君（みんな）

・向精神薬等の不適切な多剤大量処方による過量服薬を背

景とする自殺等の問題が生じているが、この防止策につ

いて厚生労働大臣に伺いたい。

３ 独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構法の一部を改正する法律案起草の件

・鉢呂委員長から趣旨説明を聴取しました。

・採決を行った結果、賛成多数をもって起草案を成案とし、これを委員会提出の法律案とすることに決しました。

（賛成－民主、自民、公明、共産、社民 反対－みんな）


